
調査の概要及び用語の解説調査の概要及び用語の解説調査の概要及び用語の解説調査の概要及び用語の解説     
１ 平成 27 年国勢調査の概要  

調査の目的及び沿革 国勢調査は，我が国の人口・世帯の状況を明らかにするため，大正９年以来５年ごとに行っており，平成 27 年国勢調査はその 20 回目に当たります。 国勢調査は，大正９年を初めとする 10 年ごとの大規模調査と，その中間年の簡易調査とに大別され，今回の平成 27 年国勢調査は簡易調査に当たります。 両者の差異は，主として調査事項の数にあります。その内容をみると，戦前は，大規模調査（大正９年，昭和５年，15 年）の調査事項としては男女，年齢，配偶関係等の人口の基本的属性及び産業，職業等の経済的属性であり，簡易調査（大正 14 年，昭和 10 年）の調査事項としては人口の基本的属性のみに限っていました。戦後は，国勢調査結果に対する需要が高まったことから調査事項の充実を図り，大規模調査（昭和 25 年，35 年，45 年，55 年，平成２年，12 年及び 22 年）の調査事項には人口の基本的属性及び経済的属性のほか住宅，人口移動，教育に関する事項を加え，簡易調査（昭和 30 年，40 年，50 年，60 年，平成７年及び 17 年及び 27 年）の調査事項には人口の基本的属性のほか経済的属性及び住宅に関する事項を加えています。 なお，沖縄県は，昭和 47 年５月 15 日に我が国に復帰し，50 年の国勢調査から調査地域となりましたが，復帰前の沖縄県においても，琉球列島軍政本部又は琉球政府によって５回の国勢調査を実施しています。  
平成 27 年国勢調査の特徴 我が国では，現在，世界に類を見ない急速な高齢化の進行，低い出生率とそれに伴う生産年齢人口の減少，産業・職業の就業構造の変化，都市圏への人口集中と地方圏からの人口流出，国際化に伴う外国人の増加など，人口構造の急激な変化を受けて，国内の社会経済運営は困難の度合いを増しており，我が国が引き続き豊かな社会経済であり続けるために取り組む必要のある課題が山積している状況です。 平成 27 年国勢調査は，人口減少社会における全数調査として，国レベルでも地域レベルでも国内人口の構造変化の実態を様々な角度から描き出し，信頼性の高い統計を提供することが求められています。特に，今回の調査では，情報通信技術（ICT）の進展や少子・高齢化等の社会状況の変化を踏まえ，正確かつ効率的な統計の作成や報告者の負担軽減・利便性の向上等の観点から，(1)インターネット等を活用した調査の実施，(2)高齢者世帯の増加等を踏まえた調査環境の変化に対応した調査方法，(3)東日本大震災発生後の人口移動の状況に関する実態把握，(4)調査結果の公表早期化等の見直しを図っています。 調査結果は，少子高齢化対策，防災計画，地域創生などの重要課題に対する施策に活用されるとともに，国民共有の財産として，国民が国や地域の状況や課題を理解し分析できるよう，広く一般の利用に供されます。   



調査の時期 平成 27 年国勢調査は, 平成 27 年 10 月１日午前零時（以下「調査時」という。）現在によって行いました。  
調査の法的根拠  平成 27 年国勢調査は，統計法（平成 19 年法律第 53 号）第５条第２項の規定に基づき，同法に定める「基幹統計調査」（国勢統計を作成するための調査）として実施されました。 また，調査の実施に関する具体的な事項は，統計法の下に定める次の法令に基づいて行いました。 ・ 国勢調査令（昭和 55 年政令第 98 号） ・ 国勢調査施行規則（昭和 55 年総理府令第 21 号） ・ 国勢調査の調査区の設定の基準等に関する省令（昭和 59 年総理府令第 24 号）  
調査の地域 平成 27 年国勢調査は，我が国の地域のうち，国勢調査施行規則第１条に規定する次の島を除く地域において行いました。 (1) 歯舞群島，色丹島，国後島及び択捉島 (2) 島根県隠岐郡隠岐の島町にある竹島  



２ 用語の解説     
 住居の種類   一般世帯について，住居を，次のとおり区分しています。  区分 内容 住宅 一つの世帯が独立して家庭生活を営むことができる建物（完全に区画された建物の一部を含む。） 一戸建ての住宅はもちろん，アパート，長屋などのように独立して家庭生活を営むことができるような構造になっている場合は，区画ごとに１戸の住宅となります。 住宅以外 寄宿舎・寮など生計を共にしない単身者の集まりを居住させるための建物や，病院・学校・旅館・会社・工場・事務所などの居住用でない建物 なお，仮小屋など臨時応急的に造られた住居などもこれに含まれます。    
 住宅の所有の関係   住宅に居住する一般世帯について，住宅の所有の関係を，次のとおり区分しています。  区分 内容 主世帯 「間借り」以外の次の５区分に居住する世帯               

持ち家 居住する住宅がその世帯の所有である場合 なお，所有する住宅は登記の有無を問わず，また，分割払いの分譲住宅などで支払いが完了していない場合も含みます。 公営の借家   その世帯の借りている住宅が，都道府県営又は市（区）町村営の賃貸住宅やアパートであって，かつ給与住宅でない場合 都市再生機構・ 公社の借家 その世帯の借りている住宅が，都市再生機構又は都道府県・市区町村の住宅供給公社・住宅協会・開発公社などの賃貸住宅やアパートであって，かつ給与住宅でない場合 ※ 雇用・能力開発機構の雇用促進住宅（移転就職者用宿舎）も含まれます。 民営の借家 その世帯の借りている住宅が，「公営の借家」，「都市機構・公社の借家」及び「給与住宅」でない場合 給与住宅 勤務先の会社・官公庁・団体などの所有又は管理する住宅に，職務の都合上又は給与の一部として居住している場合 ※ 家賃の支払いの有無を問わず，また，勤務先の会社又は雇主が借りている一般の住宅に住んでいる場合も含まれます。 間借り 他の世帯が住んでいる住宅（持ち家，公営の借家，都市機構・公社の借家，民営の借家，給与住宅）の一部を借りて住んでいる場合       



 持ち家率   「持ち家率」とは，住宅に住む一般世帯に占める持ち家（世帯数）の割合です。  
住宅の建て方   昭和 55 年調査以降，各世帯が居住する住宅の建て方を，次のとおり区分しています。  区分 内容 一戸建  １建物が１住宅であるもの  なお，店舗併用住宅の場合でも, １建物が１住宅であればここに含みます。  長屋建  二つ以上の住宅を一棟に建て連ねたもので，各住宅が壁を共通にし，それぞれ別々に 外部への出入口をもっているもの  いわゆる「テラスハウス」も含みます。  共同住宅  棟の中に二つ以上の住宅があるもので，廊下・階段などを共用しているものや二つ以上の住宅を重ねて建てたもの  ※ １階が店舗で，２階以上が住宅になっている建物も含みます。  ※ 建物の階数及び世帯が住んでいる階により「1 ・２階建」，「３～５階建」， 「６～10階建」，「11～14階建」，｢15階建以上｣に５区分しています。  その他  上記以外で，例えば，工場や事務所などの一部に住宅がある場合                    

＜内容についての問い合わせ先＞ 

  広島県総務局統計課（人口統計グループ） 

  〒730-8511 広島市中区基町 10－52 

  電話 （０８２）２２８－２５３３（ﾀﾞｲﾔﾙｲﾝ） 


